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１ 予算規模等 

  平成２３年度の予算規模は、一般会計４４５億１，４７２万円、特別会計３３０億９，６２６

万７千円、企業会計３３億７，６３２万５千円となり、総額では８０９億８，７３１万２千円と

なっています。 

 

 ［全会計の予算規模］                       （単位：千円、％） 

  H23 当初予算 H22 当初予算 増 減 額 増減率 

一般会計 44,514,720 46,037,489 △1,522,769 △3.3 

特別会計 33,096,267 31,614,401 1,481,866 4.7 

企業会計 3,376,325 3,273,931 102,394 3.1 

全会計総計 80,987,312 80,925,821 61,491 0.1 

 

２ 一般会計当初予算の概要 

Ⅰ 予算規模 

当初予算計上額  ４４５億１，４７２万円（対前年度比 ３．３％減） 

当初財政計画額  ４５０億１，０６４万２千円（対前年度比 ３．３％減） 

 

平成２３年度当初予算額は、４４５億１，４７２万０千円で前年度と比べて 

３．３％の減となっています。（当初予算計上率 ９８．９％） 
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２ 一般会計当初予算の概要 
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Ⅱ 歳入 

市 税    １７９億３８８万８千円（対前年度比２．２％増） 

個人市民税は、まだまだ個人所得の低迷が続いており、減少が見込まれます。しかしながら、

法人市民税については、増が見込まれ、前年度当初予算との比較では３１．５％の伸びを見込

んでいます。また、固定資産税は、土地分については減少傾向にありますが、家屋分の増が見

込まれることから、固定資産税全体で１．３％の増を見込んでいます。これらの結果、市税全

体では平成２２年度と比べて３億９，１５０万３千円、2．２％の増となっています。 

 

［市税収入見込額］                          （単位：千円、％） 

  H2３当初予算 H2２当初予算 増減額 増減率 

市民税 6,686,386 6,458,036 228,350 3.5  

 
個人 5,206,353 5,332,865 △126,512 △2.4  

法人 1,480,033 1,125,171 354,862 31.5  

固定資産税 9,163,934 9,037,502 126,432 1.4 

都市計画税 1,046,050 1,044,300 1,750 0.2 

その他 1,007,518 972,547 34,971 3.6  

合  計 17,903,888 17,512,385 391,503 2.2 

 

 

※Ｈ１４～Ｈ２１は決算額、Ｈ２２、Ｈ２３は当初予算額 
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地方交付税     ５３億８，０００万円  （対前年度比１．２％減） 

平成２２年度市税収入の増収見込み（対２１年度比）による基準財政収入額の増加による減

額要素が見込まれることから、対前年度比で１．２％減の５３億８，０００万円を見込んでい

ます。 

 

 
 

※Ｈ１４～Ｈ２１は決算額、Ｈ２２、Ｈ２３は当初予算額 

 

    平成２３年度、交付税（普通・特別）と臨時財政対策債を合わせた実質的な交付税額は、

７９億５，７００万円を見込み、平成２２年度比では１億７，3００万円の減少、三位一体

の改革前の平成１５年度との比較では約１５億円の減額となっています。 

 

  ＊全国の交付税額全体のうち、９５％は普通交付税として、５％は特別交付税として配分され

ます（平成 23 年度）。交付税の大部分を占める普通交付税の交付額は、各地方公共団体に

おける標準的な需要額と標準的な収入額との差額になります。 

 

（普通交付税額）＝（標準的な需要額）－（標準的な収入額）―（臨時財政対策債） 
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市   債     ４１億３，２２０万円  （対前年度比４１．１％減） 

   慈光園建設事業債や小中学校耐震補強対策事業債の減少などによって、前年度と比べて２８

億７，８５０万円、４１．１％の大幅な減少となる４１億３，２２０万円を計上しています。

歳入全体に占める割合は９．３％（Ｈ２２年度は１５．２％）となっています。 

   また、平成２３年度末の市債残高見込は４９９億７，５４８万７千円（対前年度現在高見込

比４．７％減）となる見込みです。 

 

   ＊臨時財政対策債の発行可能額の算定方法の改定 

     地方公共団体が使途を限定されずに自由に使える一般財源である地方交付税は、その原

資となる国税収入の落ち込みなどによる不足分の一部について、平成１３年度から臨時財

政対策債の発行によって賄うこととされました（国が地方交付税交付金を地方に交付する

代わりに、地方公共団体に地方債の発行を認める）。この臨時財政対策債の発行可能額は、

これまで、人口を基礎とした算定が行われていましたが、昨年の改定で、この人口基礎方

式に加えて、財政力に応じて交付税を減額し、その減じた額を臨時財政対策債の財源不足

額基礎方式として上乗せするもので、本市の場合、人口基礎方式分１４億円、財源不足額

基礎方式１１億円程度と試算しています。 

 

※Ｈ１４～Ｈ２１は決算額、Ｈ２２、Ｈ２３は当初予算額 

 

7,010,7006,796,133

4,813,566

8,978,900

4,912,200 4,747,900

3,669,300

4,527,237

2,601,808

4,132,200

1,201,800

2,320,100

1,682,400

1,294,800 1,136,700

1,031,300

966,037

1,499,308

2,685,000

2,577,000

1,937,300

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

単位：千円 市債借入額の推移

(減税補てん債借換) 臨時財政対策債 市債（臨財債以外）



 

２ 一般会計当初予算の概要 

 

 5 

Ⅲ 歳出 

人件費    ７９億２，０６３万９千円（対前年度比０．６％減） 

    前年当初対比では、４，８９１万５千円、０．６％減となっています。 

 

扶助費    ９９億７，６９０万４千円（対前年度比７．４％増） 

   子ども手当費の増加などにより、前年当初対比では、６億８，７９１万７千円、7．4％増

となっています。 

     

公債費    ５７億９，２２４万９千円（対前年度比０．３％減） 

   前年当初対比では、１，４６９万１千円、０．３％の減となっています。 

 

  ※義務的経費比率（人件費・扶助費・公債費総額の予算総額に占める割合）は５３．２％（H

２２は５０．１％）となっています。 

 

  普通建設事業    ５４億８，９７７万１千円（対前年度比３５．４％減） 

土地区画整理事業、慈光園建設事業、防災行政無線整備事業及び小・中学校耐震補強対策事

業等の減少等により、前年当初対比では、３０億２２７万９千円、３５．４％の減となってい

ます。 

 

  繰出金    ４７億９，７９３万３千円（対前年度比８．０％増） 

   前年当初対比では、３億５，６８３万８千円、８．０％増となっています。 

                                                                             

  
平成 23年度 平成 22年度 増減 

金額（千円） 構成比(%) 金額（千円） 構成比(%) 金額（千円） 率（％） 

人件費 7,920,639 17.8  7,969,554 17.3  △48,915 △0.6 

扶助費 9,976,904 22.4  9,288,987 20.2  687,713 7.4 

公債費 5,792,249 13.0  5,806,940 12.6  △14,691 △0.3 

普通建設事業 5,489,771 12.3 8,492,050 18.5 △3,002,279 △35.4 

 
補助 2,753,909 6.2  5,146,449 11.2  △2,392,540 △46.5 

単独 2,735,862 6.1  3,345,601 7.3  △ 609,739 △18.2 

繰出金 4,797,933 10.8  4,441,095 9.6  356,838 8.0 

物件費 6,593,199 14.8  6,066,933 13.2  526,266 8.7 

その他 3,944,025 8.9  3,971,930 8.6  △27,905 △0.7 

合  計 44,514,720 100 46,037,489 100 △1,522,769 △3.3 



 

２ 一般会計当初予算の概要 
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